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≪編集後記≫
今号の冒頭稿は、今年 3 月に北海道大学で行わ

れた林業経済学会春季大会シンポジウムの討論要
旨である。報告論文については、林業経済学会の
学会誌『林業経済研究』71 巻 2 号（2025 年 7 月）
に掲載されているので、参照されたい（J-STAGE
で公開）。私は私事のため現地での参加はかなわ
なかったので、この討論要旨で初めて内容を知っ
たのだが、いつものように熱心な議論が行われた
ようで安心した。

林業経済学会の春のシンポジウムで、自然資本
管理、自然資源管理が取り上げられたのは、2016
年の春季大会「自然資源管理の論点─林業経済研
究の視点から─」以来である。実はこの 2016 年
シンポでも、今回のシンポの登壇者の 1 人である
栗山氏が「自然資源管理における市民の視点」と
いう題で報告されている。それから 10 年が経ち、
状況は大きく変わった。例えば、2016 年報告で
は、栗山氏は自然資本という言葉を使われていな
いが、栗山報告にあるように、今やこの単語は行
政文書でも盛んに使われるようになり、またネイ
チャーポジティブという英語のカタカナ読みや、
さらには TNFD のような英語の略語そのままの語
も多用されるようになってきた。シンポ開催時は
まだ未公表だったが、その後出された『森林・林
業白書』令和 6（2024）年度版では、初めて生物
多様性が特集章のテーマとなったし、その白書で
も 1 年前の「中間とりまとめ」が引用されている
が、林野庁は 2025 年 3 月に「森林の生物多様性

を高めるための林業経営の指針」の改定版を、主
に森林所有者・林業事業体向けに策定・公表して
いる。さらに同じ 2025 年 4 月には、「森林に関す
る TNFD 情報開示の手引き」を今度は TNFD 情
報の開示を検討している企業向けに策定・公表し
ている。要するに、自然資本に対して消極的であ
ると批判された林野庁も、3 省（環境、国土交通、
農林水産）共管の「地域生物多様性増進法」の施
行もあり、企業向けも含めて積極的姿勢に変わり
つつあるように見える。

実は、林業経済研究所でも、2020 年度から
2022 年度にかけて林野庁の委託事業で、森林の生
物多様性機能の指標化を検討したことがある。内
外の論文を収集し、専門家のご意見を聞いての結
論は、生物多様性は一筋縄ではいかない、という
ことだったように思う。生物多様性に限らず、生
態系サービスを取り扱う際、日本のような多様な
自然環境と多様な文化が存在する地では、単純化
は危険である。きめ細かな取り組みが必要とされ
る。一言だけ書評にも触れれば、鎌田らの著書に
ついて立川氏が述べているように、その管理には、

「地域の力量」が試されることになるのだろう。
中尾報告が扱った企業の動向、そして愛甲報告

が扱った自然公園管理の費用負担を巡る諸課題も
然りだが、まだ議論の起点にいる段階であり、自
然資本管理について、学界として継続的な取り組
みが必要である。
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